
 

委員会提出議案第７号 

                               

   東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所災害の被災者に 

対する各種支援の継続と対象者の拡大を求める意見書 

 

上記の議案を別紙のとおり、南相馬市議会会議規則第１４条第２項の規

定により提出します。 
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              提出者 東日本大震災・原子力災害 
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東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所災害の被災者に対する

各種支援の継続と対象者の拡大を求める意見書（案） 
 
東日本大震災と原子力発電所災害の被災者に対しては、これまでも国民健康

保険税・介護保険料の減免及び一部負担金等の免除や、高速道路の無料化措置

といった支援がなされておりますが、これら支援はとても心強く、復興に向け

て努力する市民を勇気づけるものです。 
一方で、原子力発電所災害による風評被害は根深く、本市の基幹産業である

農業を初め、商工業や観光業など、その経営は大変厳しい状況が続いています。 
また本年７月には、一部地域を除き本市の避難指示が解除されましたが、福

島第一原子力発電所の状況は決して安心できるものではなく、若者や子育て世

代を初めとする市民の避難が長期化することが予想されます。 
さらに本市では、事故原発からの直線距離により複雑に避難指示区域等が設

定されましたが、市内の一部にはこれらが設定されなかった地域があり、この

地域に住む方々は同じ市民・被災者でありながらも各種の支援を受けることが

できません。そしてそのことが市民の間に不公平感をもたらし、地域コミュニ

ティーの再生を困難としています。 
つきましては、本市に対してはこれまでも多大な支援をいただいてきたとこ

ろではありますが、上記のような被災者の置かれている状況に鑑み、下記事項

の実現を求め、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
記 

⑴ 平成 28年度中に期限を迎える国民健康保険税・介護保険料の減免及び医
療費・介護保険の一部負担金等の免除について、その期限を延長すること。 

⑵ 市民が安心して生活できる環境が整備されるまでの間、高速道路無料措置

の延長を行うこと。 
⑶ 固定資産税の減額課税措置を継続することとあわせ、市条例による土地・

家屋に係る固定資産税の税負担の軽減に伴う減収分についても、震災復興特

別交付税を継続して交付すること。 
⑷ 被災者に対する各種支援について、その適用範囲を全市一律に拡大するこ

と。 
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